
富山県賃上げ・人材確保等に関する調査結果（令和５年度）

最終報告

2023年12月28日（木）

富山県商工労働部労働政策課

■調査概要

■調査結果の主な内容

１．賃上げの状況について

２．人材確保の状況について

３．人材育成・研修について

４．賃上げ・人材確保に関する行政の支援について



【回答企業の属性】

〇業種

■調査概要

（１）調査目的：富山県内企業の賃上げや人材確保等の取組みの現状や課題について把握するため。

（２）調査対象：富山県内に本社（本店）を有する企業（従業員10人以上） 4,508社

（３）調査期間：令和５年10月５日 ～ 10月23日

（４）調査方法：調査はがきを郵送（WEB回答）

（５）回 答 数：1,659社（回答率：36.8％）

※複数回答の設問の集計結果について、「無回答」はグラフから省略。

〇企業規模
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賃上げを実施 賃上げを実施していない

2023年度 2022年度 2023年度 2022年 度

全体集計(N＝1659) 92.0 85.4 8.0 14.6

従業員の属性別
集計

正規雇用労働者（N＝1659） 89.9 83.4 10.1 16.6

非正規雇用
労働者

（2023年度 N＝1267）
67.1 60.6 32.9 39.4

（2022年度 N=1255）

企業規模別
集計

正規雇用労働者

～30人（N＝933） 86.7 79.8 13.3 20.2

31～100人（N＝515） 93.8 88.0 6.2 12.0

101～300人（N＝159） 93.7 86.8 6.3 13.2

301人～（N＝52） 98.1 92.3 1.9 7.7

非正規雇用労働者

～30人
（2023年度 N＝637）

59.7 54.1 40.3 45.9
（2022年度 N＝629）

31～100人
（2023年度 N＝439）

73.8 67.7 26.2 32.3
（2022年度 N＝437）

101～300人
（2023年度 N＝143）

75.5 67.4 24.5 32.6
（2022年度 N＝141）

301人～
（2023年度 N＝48）

79.2 60.4 20.8 39.6
（2022年度 N＝48）

（単位：％）

４

１．賃上げの状況について
賃上げの状況（全体集計、従業員の属性別集計、企業規模別集計）



（単位：％）
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１．賃上げの状況について
賃上げの状況（業種別集計、業績別集計）
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金融、保険業（N＝19） 100.0 73.7 0.0 26.3 

不動産業（N＝10） 90.0 80.0 10.0 20.0 

飲食店・宿泊業（N＝35） 82.9 68.6 17.1 31.4 

サービス業（N＝138） 89.9 80.4 10.1 19.6 

医療、福祉（N＝242） 91.7 88.8 8.3 11.2 

その他（N＝151） 86.1 81.5 13.9 18.5 

業績別
集計

売上高

売上増収（N＝544） 92.6 83.3 7.4 16.7

売上横ばい（N＝623） 89.7 83.0 10.3 17.0

売上減収（N＝492） 87.2 84.1 12.8 15.9

経常利益

収益増益（N＝413） 93.7 83.3 6.3 16.7

収益横ばい（N＝565） 89.6 83.2 10.4 16.8

収益減益（N＝681） 88.0 83.7 12.0 16.3

増収・増益（N＝346） 94.5 83.2 5.5 16.8

減収・減益（N＝429） 86.0 83.4 14.0 16.6
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１．賃上げの状況について
賃上げ率の状況（従業員の属性別集計）
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１．賃上げの状況について
賃上げ率の状況（2023年度、正規雇用雇用労働者、業種別集計）
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１．賃上げの状況について
賃上げ率の状況（2022年度、正規雇用労働者、業種別集計）
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１０

１．賃上げの状況について
賃上げ率の状況（2023年度、非正規雇用雇用労働者、業種別集計）
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１１

１．賃上げの状況について
賃上げ率の状況（2022年度、非正規雇用雇用労働者、業種別集計）
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１２

１．賃上げの状況について
賃上げ率の状況（2023年度、正規雇用労働者、業績別集計）
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売上横ばい N=623

売上減収 N=492

収益増益 N=413

収益横ばい N=565

収益減益 N=681

増収・増益 N=346

減収・減益 N=429

賃上げを実施していない １％未満 １％以上２％未満 ２％以上３％未満 ３％以上４％未満 :４％以上５％未満 ５％以上10％未満 10％以上



31.5 

31.1 

36.7 

33.6 

30.1 

34.7 

29.8 

36.5 

12.1 

15.4 

13.7 

12.5 

15.9 

12.9 

13.0 

12.9 

15.8 

18.0 

16.6 

13.4 

18.7 

17.6 

13.7 

17.8 

9.9 

11.0 

10.6 

9.3 

11.4 

10.4 

10.7 

11.0 

10.6 

10.2 

8.2 

9.7 

9.1 

10.2 

10.3 

8.0 

11.1 

8.9 

7.1 

11.2 

8.4 

8.3 

11.8 

7.4 

8.6 

4.8 

5.8 

9.3 

5.6 

5.0 

9.9 

5.5 

0.5 

0.6 

1.3 

0.9 

0.7 

0.8 

0.8 

0.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

売上増収 N=406

売上横ばい N=482

売上減収 N=379

収益増益 N=321

収益横ばい N=428

収益減益 N=518

増収・増益 N=262

減収・減益 N=326

賃上げを実施していない １％未満 １％以上２％未満 ２％以上３％未満 ３％以上４％未満 ４％以上５％未満 ５％以上10％未満 10％以上

１３

１．賃上げの状況について
賃上げ率の状況（2023年度、非正規雇用労働者、業績別集計）



66.2

54.4

25.8

12.9

4.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

定期昇給

ベースアップ

一時金（賞与など）の支給・増額

初任給引き上げ

その他 「2023年度に正規雇用労働者の賃上げを実施した」と回答した企業N＝1492

（全体集計）

59.7

54.4

26.9

7.9

3.5

67.9

55.1

28.0

14.5

4.3

87.2

49.7

15.4

26.2

4.0

90.2

60.8

17.6

37.3

13.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

定期昇給

ベースアップ

一時金（賞与など）の支給・増額

初任給引き上げ

その他
～30人N=809 31～100人N=483 101～300人N=149 301人以上N=51

（企業規模別集計）

１４

１．賃上げの状況について
賃上げ方法（2023年度、正規雇用労働者、全体集計、企業規模別集計）※複数回答可

「2023年度に正規雇用労働者の賃上げを実施した」と回答した企業（規模別）



61.2

45.5

24.6

3.1

2.8

68.4

42.4

24.5

7.7

1.3

87.0

26.8

14.5

11.6

2.2

89.6

37.5

14.6

16.7

6.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

定期昇給

ベースアップ

一時金（賞与など）の支給・増額

初任給引き上げ

その他
～30人N=745 31～100人N=453 101～300人N=138 301人以上N=48

67.1

42.3

23.2

5.9

2.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

定期昇給

ベースアップ

一時金（賞与など）の支給・増額

初任給引き上げ

その他 「2022年度に正規雇用労働者の賃上げを実施した」と回答した企業N＝1384

（全体集計）

（企業規模別集計）

１５

１．賃上げの状況について
賃上げ方法（2022年度、正規雇用労働者、全体集計、企業規模別集計）※複数回答可

「2022年度に正規雇用労働者の賃上げを実施した」と回答した企業（規模別）



１．賃上げの状況について
賃上げ方法（2023年度、正規雇用労働者、業種別集計）※複数回答可

１６

62.0 

56.6 

30.5 

9.0 

2.5 

66.2 

59.6 

25.3 

15.6 

3.1 

60.0 

40.0 

40.0 

20.0 

-

80.8 

50.0 

23.1 

30.8 

11.5 

50.5 

55.8 

22.1 

8.4 

6.3 

65.0 

52.1 

25.2 

13.5 

3.1 

73.7 

63.2 

26.3 

21.1 

21.1 

55.6 

88.9 

33.3 

11.1 

-

51.7 

82.8 

27.6 

27.6 

10.3 

62.1 

50.8 

25.8 

8.9 

4.0 

78.4 

45.0 

23.0 

11.3 

4.5 

70.8 

46.2 

24.6 

13.8 

5.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

定期昇給

ベースアップ

一時金（賞与など）の支給・増額

初任給引き上げ

その他

建設業 N=279 製造業 N=391

電気・ガス・水道業 N=5 情報通信業 N=26

運輸業 N=95 卸売、小売業 N=163

金融、保険業 N=19 不動産業 N=9

飲食店・宿泊業 N=29 サービス業 N=124

医療、福祉 N=222 その他 N=130

「2023年度に正規雇用労働者の賃上げを実施した」と回答した企業（業種別）



１７

１．賃上げの状況について
賃上げ方法（2022年度、正規雇用労働者、業種別集計）※複数回答可

65.2 

44.5 

30.1 

3.9 

2.3 

65.9 

47.4 

20.6 

7.3 

1.1 

100.0 

33.3 

-

-

-

72.0 

32.0 

20.0 

12.0 

24.0 

52.4 

47.6 

22.6 

3.6 

1.2 

68.4 

40.8 

19.1 

3.9 

2.0 

71.4 

21.4 

28.6 

-

-

62.5 

37.5 

37.5 

12.5 

-

62.5 

54.2 

29.2 

20.8 

4.2 

63.1 

36.0 

26.1 

5.4 

2.7 

73.5 

38.6 

22.3 

7.4 

2.8 

74.8 

35.8 

19.5 

4.1 

2.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

定期昇給

ベースアップ

一時金（賞与など）の支給・増額

初任給引き上げ

その他

建設業 N=256 製造業 N=369

電気・ガス・水道業 N=3 情報通信業 N=25

運輸業 N=84 卸売、小売業 N=152

金融、保険業 N=14 不動産業 N=8

飲食店・宿泊業 N=24 サービス業 N=111

医療、福祉 N=215 その他 N=123

「2022年度に正規雇用労働者の賃上げを実施した」と回答した企業（業種別）



１８

１．賃上げの状況について
賃上げ方法（2023年度、正規雇用労働者、業績別集計）※複数回答可

63.7 

57.7 

30.4 

14.7 

4.4 

66.2 

51.2 

25.8 

11.1 

3.6 

69.0 

54.5 

20.5 

13.1 

4.7 

64.3 

57.4 

33.9 

15.0 

4.9 

64.4 

53.0 

25.3 

11.9 

3.8 

68.8 

53.6 

21.0 

12.4 

4.0 

64.8 

56.3 

32.1 

14.4 

4.9 

71.8 

52.6 

19.0 

12.5 

3.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

定期昇給

ベースアップ

一時金（賞与など）の支給・増額

初任給引き上げ

その他 売上増収 N=504 売上横ばい N=559 売上減収 N=429 収益増益 N=387

収益横ばい N=506 収益減益 N=599 増収・増益 N=327 減収・減益 N=369

「2023年度に正規雇用労働者の賃上げを実施した」と回答した企業（業績別）



59.5

33.9

13.4

7.6

4.7

61.7

36.4

14.2

6.2

4.6

48.1

49.1

13.9

12.0

7.4

63.2

42.1

7.9

13.2

7.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

ベースアップ

定期昇給

一時金（賞与など）の支給・増額

その他

初任給引き上げ
～30人N=380 31～100人N=324 101～300人N=108 301人以上N=38

（全体集計）

（企業規模別集計）

１９

１．賃上げの状況について
賃上げ方法（2023年度、非正規雇用労働者、全体集計、企業規模別集計）※複数回答可

「2023年度に非正規雇用労働者の賃上げを実施した」と回答した企業（規模別）

59.1

37.2

13.5

7.9

5.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

ベースアップ

定期昇給

一時金（賞与など）の支給・増額

その他

初任給引き上げ 「2023年度に非正規雇用労働者の賃上げを実施した」と回答した企業N=850



49.4

39.4

12.9

8.8

3.5

55.4

38.9

16.2

3.7

5.1

35.8

52.6

10.5

11.6

4.2

51.7

48.3

3.4

20.7

6.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

ベースアップ

定期昇給

一時金（賞与など）の支給・増額

その他

初任給引き上げ
～30人N=340 31～100人N=296 101～300人N=95 301人以上N=29

50.1

41.2

13.6

7.6

4.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

ベースアップ

定期昇給

一時金（賞与など）の支給・増額

その他

初任給引き上げ 「2022年度に非正規雇用労働者の賃上げを実施した」と回答した企業N=760

（全体集計）

（企業規模別集計）

２０

１．賃上げの状況について
賃上げ方法（2022年度、非正規雇用労働者、全体集計、企業規模別集計）※複数回答可

「2022年度に非正規雇用労働者の賃上げを実施した」と回答した企業（規模別）



２１

１．賃上げの状況について
賃上げ方法（2023年度、非正規雇用労働者、業種別集計）※複数回答可

51.3 

36.3 

21.3 

3.8 

2.5 

63.2 

38.6 

12.7 

5.3 

5.3 

75.0 

25.0 

-

-

-

45.5 

36.4 

18.2 

27.3 

-

62.2 

22.2 

17.8 

11.1 

4.4 

67.0 

30.9 

8.2 

6.2 

6.2 

66.7 

33.3 

11.1 

22.2 

11.1 

85.7 

14.3 

-

14.3 

-

84.6 

19.2 

7.7 

11.5 

3.8 

54.2 

41.7 

13.9 

6.9 

8.3 

54.4 

47.2 

15.0 

6.7 

4.7 

48.7 

30.8 

11.5 

17.9 

6.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

ベースアップ

定期昇給

一時金（賞与など）の支給・増額

その他

初任給引き上げ

建設業 N=80 製造業 N=228

電気・ガス・水道業 N=4 情報通信業 N=11

運輸業 N=45 卸売、小売業 N=97

金融、保険業 N=9 不動産業 N=7

飲食店・宿泊業 N=26 サービス業 N=72

医療、福祉 N=193 その他 N=78

「2023年度に非正規雇用労働者の賃上げを実施した」と回答した企業（業種別）



２２

１．賃上げの状況について
賃上げ方法（2022年度、非正規雇用労働者、業種別集計）※複数回答可

36.7 

43.3 

20.0 

5.0 

1.7 

55.5 

42.0 

11.0 

5.0 

4.0 

66.7 

-

-

-

-

45.5 

36.4 

18.2 

27.3 

-

47.4 

23.7 

18.4 

15.8 

2.6 

54.1 

38.8 

6.1 

8.2 

3.1 

33.3 

50.0 

16.7 

-

-

40.0 

40.0 

-

20.0 

-

70.0 

20.0 

15.0 

15.0 

5.0 

53.0 

36.4 

15.2 

7.6 

6.1 

47.6 

48.7 

16.9 

5.3 

5.3 

42.2 

42.2 

12.5 

14.1 

7.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

ベースアップ

定期昇給

一時金（賞与など）の支給・増額

その他

初任給引き上げ

建設業 N=60 製造業 N=200

電気・ガス・水道業 N=3 情報通信業 N=11

運輸業 N=38 卸売、小売業 N=98

金融、保険業 N=6 不動産業 N=5

飲食店・宿泊業 N=20 サービス業 N=66

医療、福祉 N=189 その他 N=64

「2022年度に非正規雇用労働者の賃上げを実施した」と回答した企業（業種別）



２３

１．賃上げの状況について
賃上げ方法（2023年度、非正規雇用労働者、業績別集計）※複数回答可

61.9 

37.1 

13.7 

5.4 

9.4 

56.3 

35.8 

15.1 

9.9 

3.0 

59.6 

39.2 

11.3 

7.9 

3.3 

61.5 

36.2 

16.4 

8.5 

9.4 

57.5 

36.5 

14.7 

7.4 

4.3 

58.9 

38.5 

10.7 

8.0 

3.3 

62.5 

36.4 

15.8 

7.1 

9.8 

58.5 

39.6 

10.6 

7.7 

2.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

ベースアップ

定期昇給

一時金（賞与など）の支給・増額

その他

初任給引き上げ

売上増収 N=278 売上横ばい N=332 売上減収 N=240

収益増益 N=213 収益横ばい N=299 収益減益 N=338

増収・増益 N=184 減収・減益 N=207

「2023年度に非正規雇用労働者の賃上げを実施した」と回答した企業（業績別）



２４

１．賃上げの状況について
賃上げを実施した理由（全体集計）※複数回答可

70.1

51.2

43.1

28.2

22.1

19.1

14.1

6.0

5.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

従業員のモチベーション向上

物価上昇への対応

離職防止・定着

世間相場を考慮

政府の賃金引上げ要請への対応

人材の採用

業績が好調・改善

労使間交渉に対応

その他 「2023年度に賃上げを実施した」と回答した企業N=1526



71.0

48.1

40.4

24.8

20.6

14.1

14.9

3.0

5.0

70.2

55.3

47.6

30.2

26.3

22.9

14.7

6.7

5.1

64.0

54.0

40.7

38.0

17.3

28.0

8.0

13.3

10.7

73.1

53.8

50.0

36.5

19.2

38.5

13.5

26.9

5.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

従業員のモチベーション向上

物価上昇への対応

離職防止・定着

世間相場を考慮

政府の賃金引上げ要請への対応

人材の採用

業績が好調・改善

労使間交渉に対応

その他

～30人N=834 31～100人N=490 101～300人N=150 301人以上N=52

２５

１．賃上げの状況について
賃上げを実施した理由（企業規模別集計）※複数回答可

「2023年度に賃上げを実施した」と回答した企業（規模別）



２６

１．賃上げの状況について
賃上げを実施した理由（業種別集計）※複数回答可

73.9 

52.5 

46.8 

23.6 

18.2 

16.1 

15.7 

2.5 

3.6 

72.0 

60.5 

46.9 

32.2 

27.5 

20.7 

15.9 

9.3 

3.3 

60.0 

60.0 

-

20.0 

20.0 

-

20.0 

20.0 

-

76.9 

53.8 

23.1 

30.8 

15.4 

26.9 

26.9 

3.8 

7.7 

70.1 

56.7 

37.1 

21.6 

14.4 

16.5 

12.4 

13.4 

6.2 

62.0 

50.9 

35.7 

34.5 

23.4 

19.9 

16.4 

4.1 

5.8 

68.4 

36.8 

36.8 

26.3 

10.5 

26.3 

5.3 

26.3 

21.1 

100.0 

50.0 

40.0 

30.0 

30.0 

20.0 

-

-

-

80.6 

45.2 

64.5 

32.3 

51.6 

35.5 

25.8 

3.2 

-

71.7 

59.1 

37.8 

24.4 

20.5 

25.2 

17.3 

4.7 

3.1 

64.5 

28.5 

47.4 

27.2 

20.2 

13.6 

6.6 

1.8 

9.2 

69.6 

51.1 

37.0 

27.4 

18.5 

20.0 

10.4 

7.4 

11.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

従業員のモチベーション向上

物価上昇への対応

離職防止・定着

世間相場を考慮

政府の賃金引上げ要請への対応

人材の採用

業績が好調・改善

労使間交渉に対応

その他

建設業 N=280 製造業 N=397

電気・ガス・水道業 N=5 情報通信業 N=26

運輸業 N=97 卸売、小売業 N=171

金融、保険業 N=19 不動産業 N=10

飲食店・宿泊業 N=31 サービス業 N=127

医療、福祉 N=228 その他 N=135

「2023年度に賃上げを実施した」と回答した企業（業種別）



２７

１．賃上げの状況について
賃上げを実施した理由（業績別集計）※複数回答可

72.3 

51.2 

43.2 

28.1 

22.7 

23.2 

27.7 

8.8 

5.1 

68.3 

50.0 

41.3 

28.0 

20.7 

16.7 

6.3 

4.0 

5.9 

70.0 

52.7 

45.2 

28.6 

23.2 

17.5 

8.4 

5.5 

5.9 

73.0 

49.9 

45.0 

28.0 

20.4 

22.6 

35.6 

7.9 

5.6 

67.8 

48.4 

39.0 

27.1 

20.0 

17.3 

7.1 

3.3 

6.1 

70.3 

54.4 

45.3 

29.4 

25.0 

18.5 

6.2 

7.2 

5.2 

72.5 

48.9 

41.7 

26.3 

20.5 

23.0 

36.9 

8.8 

4.8 

69.4 

52.2 

44.3 

28.8 

25.3 

17.2 

6.1 

5.5 

5.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

従業員のモチベーション向上

物価上昇への対応

離職防止・定着

世間相場を考慮

政府の賃金引上げ要請への対応

人材の採用

業績が好調・改善

労使間交渉に対応

その他

売上増収 N=512 売上横ばい N=574 売上減収 N=440 収益増益 N=393

収益横ばい N=521 収益減益 N=612 増収・増益 N=331 減収・減益 N=379

「2023年度に賃上げを実施した」と回答した企業（業績別）



２８

１．賃上げの状況について
賃上げを実施しない理由（全体集計）※複数回答可

49.6

25.6

25.6

19.5

10.5

8.3

6.0

3.8

9.8

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

業績が不振・低迷

価格転嫁ができていない

雇用維持を優先

景気の不透明感

昨年までに十分実施済み

設備投資を優先

世間相場を考慮

内部留保を優先

その他 「2023年度に賃上げを実施していない」と回答した企業N=133



51.5

25.3

24.2

17.2

12.1

10.1

4.0

5.1

7.1

40.0

36.0

32.0

32.0

8.0

4.0

8.0

-

16.0

55.6

-

22.2

11.1

-

-

22.2

-

22.2

-

-

-

-

-

-

-

-

-

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

業績が不振・低迷

価格転嫁ができていない

雇用維持を優先

景気の不透明感

昨年までに十分実施済み

設備投資を優先

世間相場を考慮

内部留保を優先

その他
～30人N=99 31～100人N=25

101～300人N=9 301人以上N=0

２９

１．賃上げの状況について
賃上げを実施しない理由（企業規模別集計）※複数回答可

「2023年度に賃上げを実施していない」と回答した企業（規模別）



３０

１．賃上げの状況について
賃上げを実施しない理由（業種別集計）※複数回答可

「2023年度に賃上げを実施していない」と回答した企業（業種別）

56.7 

20.0 

23.3 

16.7 

10.0 

16.7 

10.0 

3.3 

-

50.0 

29.2 

29.2 

33.3 

16.7 

8.3 

4.2 

4.2 

8.3 

100.0 

-

-

-

-

-

-

-

-

33.3 

33.3 

33.3 

-

-

-

-

-

-

41.2 

64.7 

35.3 

11.8 

23.5 

5.9 

-

5.9 

5.9 

61.5 

15.4 

23.1 

23.1 

7.7 

7.7 

7.7 

7.7 

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

50.0 

25.0 

-

75.0 

-

25.0 

-

-

25.0 

72.7 

27.3 

18.2 

18.2 

9.1 

-

-

-

27.3 

42.9 

14.3 

28.6 

-

7.1 

-

-

-

7.1 

25.0 

6.3 

25.0 

18.8 

-

6.3 

18.8 

6.3 

31.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

業績が不振・低迷

価格転嫁ができていない

雇用維持を優先

景気の不透明感

昨年までに十分実施済み

設備投資を優先

世間相場を考慮

内部留保を優先

その他

建設業 N=30 製造業 N=24

電気・ガス・水道業 N=1 情報通信業 N=3

運輸業 N=17 卸売、小売業 N=13

金融、保険業 N=0 不動産業 N=0

飲食店・宿泊業 N=4 サービス業 N=11

医療、福祉 N=14 その他 N=16



３１

１．賃上げの状況について
賃上げを実施しない理由（業績別集計）※複数回答可

「2023年度に賃上げを実施していない」と回答した企業（業績別）

25.0 

28.1 

31.3 

18.8 

3.1 

12.5 

9.4 

12.5 

9.4 

40.8 

24.5 

32.7 

24.5 

14.3 

8.2 

6.1 

2.0 

16.3 

73.1 

25.0 

15.4 

15.4 

11.5 

5.8 

3.8 

-

3.8 

20.0 

25.0 

40.0 

25.0 

5.0 

5.0 

10.0 

15.0 

25.0 

31.8 

22.7 

25.0 

20.5 

9.1 

13.6 

4.5 

2.3 

9.1 

69.6 

27.5 

21.7 

17.4 

13.0 

5.8 

5.8 

1.4 

5.8 

13.3 

20.0 

40.0 

20.0 

6.7 

6.7 

6.7 

20.0 

13.3 

72.0 

26.0 

16.0 

16.0 

12.0 

6.0 

4.0 

-

4.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

業績が不振・低迷

価格転嫁ができていない

雇用維持を優先

景気の不透明感

昨年までに十分実施済み

設備投資を優先

世間相場を考慮

内部留保を優先

その他

売上増収 N=32 売上横ばい N=49 売上減収 N=52

収益増益 N=20 収益横ばい N=44 収益減益 N=69



1.6 

2.1 

1.0 

1.3 

-

4.3 

4.5 

4.3 

3.1 

3.8 

18.7 

21.2 

16.7 

13.2 

11.5 

55.2 

54.6 

54.8 

57.2 

65.4 

20.1 

17.6 

23.3 

25.2 

19.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 N=1659

～30人 N=933

31～100人 N=515

101～300人 N=159

301人以上 N=52

非常に過剰 やや過剰 適正 やや不足 非常に不足

（全体集計）

（企業規模別集計）

３２

２．人材確保の状況について
人材の過不足の状況（全体集計、企業規模別集計）



1.3 

2.6 

16.7 

-

3.5 

0.5 

-

-

-

-

0.8 

2.6 

1.9 

6.7 

-

6.9 

1.8 

6.5 

-

-

5.7 

2.9 

3.3 

4.6 

8.1 

23.0 

16.7 

13.8 

15.8 

20.1 

21.1 

40.0 

11.4 

15.2 

22.7 

27.2 

63.9 

52.0 

33.3 

65.5 

53.5 

55.4 

63.2 

60.0 

42.9 

60.9 

53.7 

45.0 

24.8 

15.7 

33.3 

13.8 

25.4 

17.4 

15.8 

-

40.0 

21.0 

19.4 

20.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業 N=310

製造業 N=421

電気・ガス・水道業 N=6

情報通信業 N=29

運輸業 N=114

卸売、小売業 N=184

金融、保険業 N=19

不動産業 N=10

飲食店・宿泊業 N=35

サービス業 N=138

医療、福祉 N=242

その他 N=151

非常に過剰 やや過剰 適正 やや不足 非常に不足

３３

２．人材確保の状況について
人材の過不足の状況（業種別集計）



2.5

3.5

2.8

1.1

0.9

6.0

0.8

84.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

専門的・技術的職業従事者

生産工程従事者

管理的職業従事者

サービス職業従事者

販売従事者

事務従事者

その他

過剰感のある職種はない

全体N=1659

（不足感のある職種）

（過剰感のある職種）

53.9

23.9

22.3

13.9

13.2

11.9

3.9

10.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

専門的・技術的職業従事者

生産工程従事者

管理的職業従事者

サービス職業従事者

販売従事者

事務従事者

その他

不足感のある職種はない 全体N=1659

３４

２．人材確保の状況について
不足感・過剰感のある職種 ※複数回答可



55.3

22.0

21.3

9.8

11.7

10.6

3.2

12.2

51.1

26.0

24.1

20.0

15.0

12.2

3.7

8.3

52.8

24.5

23.3

18.9

17.0

15.7

6.3

8.8

61.5

34.6

19.2

11.5

11.5

19.2

9.6

5.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

専門的・技術的職業従事者

生産工程従事者

管理的職業従事者

サービス職業従事者

販売従事者

事務従事者

その他

不足感のある職種はない ～30人N=933 31～100人N=515 101～300人N=159 301人以上N=52

3.3

3.6

2.5

1.5

1.4

5.9

0.8

84.5

1.7

3.5

3.3

0.6

0.4

6.0 

1.4

84.7

0.6 

3.1 

3.1 

0.6 

-

3.8 

-

89.3 

-

1.9 

3.8 

-

-

13.5 

-

80.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

専門的・技術的職業従事者

生産工程従事者

管理的職業従事者

サービス職業従事者

販売従事者

事務従事者

その他

過剰感のある職種はない

～30人N=933 31～100人N=515 101～300人N=159 301人以上N=52

（不足感のある職種）

（過剰感のある職種）

３５

２．人材確保の状況について
不足感・過剰感のある職種（企業規模別集計）※複数回答可



３６

２．人材確保の状況について
不足感のある職種（業種別集計）※複数回答可

83.2 

17.1 

34.5 

4.2 

5.5 

9.4 

1.0 

4.8 

43.9 

61.5 

25.4 

2.4 

11.4 

9.0 

1.2 

10.9 

50.0 

16.7 

50.0 

16.7 

-

16.7 

-

16.7 

86.2 

6.9 

20.7 

3.4 

13.8 

31.0 

-

10.3 

47.4 

9.6 

26.3 

12.3 

0.9 

13.2 

15.8 

10.5 

33.7 

13.0 

11.4 

14.1 

52.7 

13.0 

3.8 

7.6 

31.6 

-

21.1 

21.1 

31.6 

31.6 

10.5 

21.1 

30.0 

-

10.0 

20.0 

20.0 

50.0 

-

30.0 

31.4 

5.7 

34.3 

68.6 

22.9 

20.0 

5.7 

2.9 

50.7 

6.5 

15.9 

44.2 

14.5 

12.3 

1.4 

6.5 

59.1 

3.7 

12.0 

22.3 

1.2 

9.5 

5.8 

15.3 

49.7 

17.2 

18.5 

13.2 

8.6 

15.2 

7.3 

19.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

専門的・技術的職業従事者

生産工程従事者

管理的職業従事者

サービス職業従事者

販売従事者

事務従事者

その他

不足感のある職種はない

建設業 N=310 製造業 N=421

電気・ガス・水道業 N=6 情報通信業 N=29

運輸業 N=114 卸売、小売業 N=184

金融、保険業 N=19 不動産業 N=10

飲食店・宿泊業 N=35 サービス業 N=138

医療、福祉 N=242 その他 N=151



３７

２．人材確保の状況について
過剰感のある職種（業種別集計）※複数回答可

2.9 

1.9 

2.6 

0.3 

0.6 

5.2 

-

89.4

1.9 

9.5 

3.3 

0.7 

1.2 

9.5 

0.5 

78.4

-

-

-

-

-

-

16.7 

83.3

6.9 

3.4 

3.4 

-

-

6.9 

3.4 

86.2

4.4 

2.6 

4.4 

1.8 

-

-

-

87.7

1.1 

2.2 

2.2 

1.1 

2.7 

12.0 

1.1 

78.8

-

-

5.3 

-

-

5.3 

-

89.5

0 

0 

0 

0 

0 

10 

0 

90 

-

2.9 

2.9 

-

-

2.9 

-

91.4

2.2 

0.7 

2.2 

4.3 

-

3.6 

-

87

3.7 

-

2.1 

1.2 

1.2 

1.7 

1.7 

89.7

2.0 

1.3 

3.3 

0.7 

-

4.6 

2.6 

86.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

専門的・技術的職業従事者

生産工程従事者

管理的職業従事者

サービス職業従事者

販売従事者

事務従事者

その他

過剰感のある職種はない

建設業 N=310 製造業 N=421

電気・ガス・水道業 N=6 情報通信業 N=29

運輸業 N=114 卸売、小売業 N=184

金融、保険業 N=19 不動産業 N=10

飲食店・宿泊業 N=35 サービス業 N=138

医療、福祉 N=242 その他 N=151



50.8

45.0

34.4

33.7

80.1

6.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

高卒

短大卒・専門学校等卒

大卒・大学院卒（文系）

大卒・大学院卒（理系）

経験者（社会人）

その他 全体N=1659

48.7

39.4

25.9

26.9

79.7

8.5

50.5

47.8

38.6

35.9

82.1

4.3

57.9

62.9

59.7

54.7

77.4

5.0

69.2 

63.5 

67.3 

69.2 

75.0 

-

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

高卒

短大卒・専門学校等卒

大卒・大学院卒（文系）

大卒・大学院卒（理系）

経験者（社会人）

その他
～30人N=933 31～100人N=515 101～300人N=159 301人以上N=52

（企業規模別集計）

（全体集計）

３８

２．人材確保の状況について
正社員の採用計画の対象 ※複数回答可



73.2 

46.8 

31.0 

42.3 

86.1 

4.5 

62.9 

39.0 

31.4 

38.7 

80.5 

8.1 

66.7 

50.0 

50.0 

66.7 

83.3 

-

3.4 

55.2 

72.4 

75.9 

79.3 

3.4 

33.3 

21.1 

18.4 

14.0 

88.6 

9.6 

48.4 

43.5 

42.9 

32.1 

77.2 

5.4 

31.6 

63.2 

78.9 

73.7 

57.9 

-

20.0 

10.0 

30.0 

10.0 

90.0 

-

68.6 

51.4 

40.0 

25.7 

74.3 

8.6 

50.0 

47.1 

37.0 

34.8 

79.0 

6.5 

23.6 

63.6 

31.0 

16.1 

76.0 

5.8 

39.7 

43.0 

40.4 

35.1 

74.8 

8.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高卒

短大卒・専門学校等卒

大卒・大学院卒（文系）

大卒・大学院卒（理系）

経験者（社会人）

その他

建設業 N=310 製造業 N=421

電気・ガス・水道業 N=6 情報通信業 N=29

運輸業 N=114 卸売、小売業 N=184

金融、保険業 N=19 不動産業 N=10

飲食店・宿泊業 N=35 サービス業 N=138

医療、福祉 N=242 その他 N=151３９

２．人材確保の状況について
正社員の採用計画の対象（業種別集計）※複数回答可



64.4

61.2

70.9

81.8

66.4

53.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高卒

短大卒・専門学校等卒

大卒・大学院卒（文系）

大卒・大学院卒（理系）

経験者（社会人）

その他

（N=842）

（N=1392）

（N=109）

（N=571）

（N=747）

（N=559）

４０

２．人材確保の状況について
正社員としての採用計画がある人材の採用が困難と回答した企業の割合（全体集計）※複数回答可



63.9

62.2

71.5

76.5

71.8

54.4

63.5

63.4

71.4

85.4

59.1

50

70.7

61

74.7

86.2

62.6

50

61.1

33.3

54.3

88.9

53.8

-

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高卒

短大卒・専門学校等卒

大卒・大学院卒（文系）

大卒・大学院卒（理系）

経験者（社会人）

その他

～30人 31～100人 101～300人 301人以上

（N=92）

（N=36）

（N=368）

（N=246）

４１

２．人材確保の状況について
正社員としての採用計画がある人材の採用が困難と回答した企業の割合（企業規模別集計）※複数回答可

（N=454）
（N=260）

（N=100）

（N=33）

（N=242）

（N=199）
（N=35）

（N=35）

（N=251）
（N=185）

（N=87）
（N=36）

（N=744）
（N=423）

（N=123）
（N=39）

（N=79）

（N=22）
（N=8）



69.2 

60.7 

84.0 

77.1 

66.7 

28.6 

69.8 

56.7 

85.3 

65.9 

63.7 

41.2 

50.0 

33.3 

75.0 

66.7 

80.0 

-

-

-

72.7 

38.1 

-

-

65.8 

58.3 

75.0 

61.9 

69.3 

63.6 

56.2 

57.5 

76.3 

74.7 

62.0 

70.0 

33.3 

33.3 

78.6 

80.0 

45.5 

-

-

-

-

-

77.8 

-

37.5 

50.0 

55.6 

64.3 

57.7 

66.7 

60.9 

64.6 

81.3 

64.7 

66.1 

77.8 

56.1 

73.4 

87.2 

80.0 

64.7 

64.3 

61.7 

67.7 

81.1 

75.4 

77.0 

61.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高卒

短大卒・専門学校等卒

大卒・大学院卒（理系）

大卒・大学院卒（文系）

経験者（社会人）

その他

建設業

製造業

電気・ガス・水道業

情報通信業

運輸業

卸売、小売業

金融、保険業

不動産業

飲食店・宿泊業

サービス業

医療、福祉

その他

（N=227）
（N=265）（N=4）

（N=38）

（N=24）

（N=53）

（N=14）

（N=142）

（N=26）

（N=184）

（N=10）

４２

２．人材確保の状況について
正社員としての採用計画がある人材の採用が困難と回答した企業の割合（業種別集計）※複数回答可

（N=89）
（N=6）

（N=24）
（N=69）

（N=57）
（N=60）

（N=145）
（N=164）

（N=3）

（N=80）
（N=12）

（N=18）
（N=65）

（N=154）
（N=65）

（N=131）
（N=163）

（N=4）
（N=22）
（N=16）
（N=59）

（N=14）

（N=9）
（N=48）

（N=39）

（N=96）
（N=132）
（N=3）

（N=21）
（N=21）

（N=79）
（N=15）

（N=51）
（N=75）

（N=61）

（N=267）
（N=339）

（N=5）
（N=101）

（N=11）
（N=9）

（N=109）

（N=113）

（N=14）
（N=34）

（N=11）

（N=3）
（N=9）

（N=14）
（N=13）



４３

２．人材確保の状況について
外国人材の受入状況（全体集計、企業規模別集計、業種別集計）

技能実習生
特定技能
外国人材

高度外国人材
（技術・人文知識・

国際業務）
留学生

全体集計 7.1（N＝220社） 3.7（N＝126社） 2.8（N＝ 70社） 1.6（N＝ 20社）

企業規模別
集計

～30人 3.5（N＝ 93社） 2.1（N＝ 50社） 2.0（N＝ 20社） 1.3（N＝ 4社）

31～100人 6.4（N＝ 76社） 2.8（N＝ 48社） 2.1（N＝ 29社） 1.3（N＝ 4社）

101～300人 8.9（N＝ 34社） 3.8（N＝ 22社） 5.5（N＝ 13社） 2.3（N＝ 6社）

301人以上 26.5（N＝ 17社） 23.7（N＝ 6社） 3.4（N＝ 8社） 1.5（N＝ 6社）

業種別集計

建設業 3.8（N＝ 57社） 2.2（N＝ 32社） 1.6（N＝ 9社） -

製造業 9.8（N＝116社） 5.6（N＝ 52社） 2.9（N＝ 35社） 1.5（N＝ 8社）

電気・ガス・水道業 - - - -

情報通信業 - - 1.0（N＝ 2社） 1.0（N＝ 2社）

運輸業 - - 1.0（N＝ 1社） -

卸売、小売業 3.8（N＝ 16社） 1.7（N＝ 9社） 2.8（N＝ 4社） 2.5（N＝ 2社）

金融、保険業 - - - -

不動産業 - - - -

飲食店・宿泊業 3.0（N＝ 1社） 2.7（N＝ 3社） 1.8（N＝ 5社） 1.5（N＝ 2社）

サービス業 6.6（N＝ 9社） 1.3（N＝ 7社） 1.4（N＝ 5社） -

医療、福祉 3.1（N＝ 17社） 3.4（N＝ 18社） 9.0（N＝ 2社） 2.0（N＝ 5社）

その他 8.0（N＝ 4社） 2.2（N＝ 5社） 4.7（N＝ 7社） 1.0（N＝ 1社）

（単位：人）

【外国人材を受け入れて
いる企業の平均受入人数】



４４

２．人材確保の状況について
今後の外国人材の受入予定（全体集計、企業規模別集計、業種別集計）

技能実習生
特定技能
外国人材

高度外国人材
（技術・人文知識・

国際業務）
留学生

全体集計 3.1（N＝147社） 2.7（N＝ 71社） 2.1（N＝ 28社） 1.8（N＝ 10社）

企業規模別
集計

～30人 2.0（N＝ 71社） 1.6（N＝ 28社） 1.6（N＝ 9社） 1.8（N＝ 4社）

31～100人 2.8（N＝ 53社） 2.2（N＝ 29社） 1.6（N＝ 12社） 2.0（N＝ 1社）

101～300人 3.4（N＝ 12社） 2.1（N＝ 11社） 3.8（N＝ 5社） 1.0（N＝ 3社）

301人以上 11.6（N＝ 11社） 19.0（N＝ 3社） 3.5（N＝ 2社） 3.0（N＝ 2社）

業種別集計

建設業 2.0（N＝ 39社） 1.8（N＝ 13社） 1.3（N＝ 3社） -

製造業 3.9（N＝ 80社） 3.6（N＝ 27社） 1.8（N＝ 13社） 2.0（N＝ 1社）

電気・ガス・水道業 - - - -

情報通信業 - - - 1.0（N＝ 1社）

運輸業 2.0（N＝ 2社） - 5.0（N＝ 1社） -

卸売、小売業 2.1（N＝ 7社） 1.5（N＝ 4社） 1.5（N＝ 2社） 1.0（N＝ 2社）

金融、保険業 - - - -

不動産業 - - - -

飲食店・宿泊業 - 2.0（N＝ 1社） 1.5（N＝ 2社） 2.0（N＝ 2社）

サービス業 3.1（N＝ 8社） 2.3（N＝ 9社） 1.6（N＝ 5社） 1.5（N＝ 2社）

医療、福祉 2.0（N＝ 9社） 2.4（N＝ 14社） - 3.0（N＝ 2社）

その他 3.5（N＝ 2社） 2.3（N＝ 3社） 6.0（N＝ 2社） -

（単位：人）

【今後、外国人材の受入れを
予定している企業の平均受
入予定人数】



67.5 

71.6 

64.1 

54.1 

67.3 

27.0 

24.1 

29.3 

37.7 

23.1 

5.5 

4.3 

6.6 

8.2 

9.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 N=1659

～30人 N=933

31～100人 N=515

101～300人 N=159

301人以上 N=52

全く知らない 名称は聞いたことがあるが、内容は知らない 知っている

（企業規模別集計）

（全体集計）

４５

２．人材確保の状況について
「とやま外国人材活用支援デスク」の認知状況について（全体集計、企業規模別集計）



４６

２．人材確保の状況について
今後、外国人材の受入を予定している企業の「とやま外国人材活用支援デスク」の認知状況（全体集計、企業規模別集計）

58.7 

68.9 

47.2 

50.0 

76.5 

29.1 

20.4 

39.3 

39.5 

5.9 

12.1 

10.7 

13.5 

10.5 

17.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 N=247

～30人 N=103

31～100人 N=89

101～300人 N=38

301人以上 N=17

全く知らない 名称は聞いたことがあるが、内容は知らない 知っている

（企業規模別集計）

（全体集計）



４７

２．人材確保の状況について
従業員への副業・兼業の容認状況（全体集計、企業規模別集計、業種別集計）

容認している 容認していない

全体集計（N＝1659） 45.2 54.8 

企業規模別
集計

～30人（N＝933） 47.4 52.6 

31～100人（N＝515） 45.2 54.8 

101～300人（N＝159） 34.6 65.4 

301人以上（N＝52） 38.5 61.5 

業種別集計

建設業（N310） 32.3 67.7 

製造業（N＝421） 48.5 51.5 

電気・ガス・水道業（N＝6） 33.3 66.7 

情報通信業（N＝29） 37.9 62.1 

運輸業（N＝114） 38.6 61.4 

卸売、小売業（N＝184） 40.2 59.8 

金融、保険業（N＝19） 42.1 57.9 

不動産業（N＝10） 40.0 60.0 

飲食店・宿泊業（N＝35） 54.3 45.7 

サービス業（N＝138） 46.4 53.6 

医療、福祉（N＝242） 62.0 38.0 

その他（N＝151） 46.4 53.6 

（単位：％）



４８

２．人材確保の状況について
大卒・大学院卒を採用計画の対象としている企業のインターンシップ実施状況（全体集計、企業規模別集計、業種別集計）

45.8

29.8

51.4

63.3

88.4

59.3

52.5

50

45.5

38.1

34.1

60

33.3

35.7

41.5

32.6

37.8

54.2

70.2

48.6

36.7

11.6

40.7

47.5

50

54.5

61.9

65.9

40

66.7

64.3

58.5

67.4

62.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 N=716

【企業規模別集計】

～30人 N=319

31～100人 N=245

101～300人 N=109

301人以上 N=43

【業種別集計】

建設業 N=145

製造業 N=179

電気・ガス・水道業 N=4

情報通信業 N=22

運輸業 N=21

卸売、小売業 N=88

金融、保険業 N=15

不動産業 N=3

飲食店・宿泊業 N=14

サービス業 N=65

医療、福祉 N=86

その他 N=74

実施している 実施していない



４９

３．人材育成・研修について
従業員に対して行っている教育訓練（全体集計、増収・増益、減収・減益） ※複数回答可

59.0 

53.2 

36.1 

20.4 

5.9 

63.3 

53.2 

37.3 

20.2 

7.5 

59.0 

52.4 

36.8 

23.5 

5.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

ＯＪＴ

従業員の自己啓発に対する支援

（資格取得奨励制度等）

外部教育訓練機関を利用したリスキリング

社内でのＯＦＦ－ＪＴによるリスキリング

その他

全体 N=1659 増収・増益 N=346 減収・減益 N=429



47.2

51.9

31.7

16.2

7.7

68.5

51.3

40.0

20.6

4.3

86.2

59.7

44.0

38.4

2.5

94.2

75.0

51.9

40.4

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ＯＪＴ

従業員の自己啓発に対する支援

（資格取得奨励制度等）

外部教育訓練機関を利用したリスキリング

社内でのＯＦＦ－ＪＴによるリスキリング

その他
～30人N=933 31～100人N=515

101～300人N=159 301人以上N=52

５０

３．人材育成・研修について
従業員に対して行っている教育訓練（企業規模別集計）※複数回答可



５１

３．人材育成・研修について
従業員に対して行っている教育訓練（業種別集計）※複数回答可

46.8 

72.6 

43.5 

16.5 

2.6 

67.7 

45.1 

36.3 

18.3 

6.4 

50.0 

66.7 

33.3 

33.3 

-

82.8 

75.9 

48.3 

34.5 

3.4 

43.9 

40.4 

30.7 

16.7 

6.1 

66.3 

38.0 

33.2 

17.4 

9.2 

84.2 

89.5 

47.4 

42.1 

15.8 

70.0 

40.0 

30.0 

20.0 

-

71.4 

22.9 

37.1 

22.9 

5.7 

58.0 

52.2 

31.9 

18.8 

6.5 

62.0 

59.1 

33.9 

28.9 

4.5 

47.7 

53.6 

31.8 

22.5 

8.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ＯＪＴ

従業員の自己啓発に対する支援

（資格取得奨励制度等）

外部教育訓練機関を利用したリスキリング

社内でのＯＦＦ－ＪＴによるリスキリング

その他

建設業 N=310 製造業 N=421

電気・ガス・水道業 N=6 情報通信業 N=29

運輸業 N=114 卸売、小売業 N=184

金融、保険業 N=19 不動産業 N=10

飲食店・宿泊業 N=35 サービス業 N=138

医療、福祉 N=242 その他 N=151



５２

３．人材育成・研修について
教育訓練を行う上での課題（全体集計、増収・増益、減収・減益）※複数回答可

53.1 

47.0 

30.0 

29.5 

25.0 

11.6 

8.1 

7.4 

4.8 

1.0 

14.9 

55.2 

48.3 

28.3 

31.2 

26.9 

10.4 

9.5 

3.8 

2.9 

0.6 

13.9 

49.2 

52.0 

33.6 

29.4 

26.1 

14.5 

7.2 

9.1 

5.1 

0.5 

15.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

業務が多忙で教育訓練を行う時間がない

指導できる人材が不足している

従業員の意欲が乏しい

指導のノウハウが不足している

教育訓練に対する社内意識が不十分である

教育訓練の効果が業務上現れにくい

適切な教育訓練機関・講座がない

教育訓練を行う金銭的余裕がない

スキルアップさせると他社に転職してしまう

その他

特に問題はない 全体 N=1659 増収・増益 N=346 減収・減益 N=429



50.3

41.3

29.8

25.8

22.2

9.0

7.5

8.8

5.0

1.0

16.6

57.3

55.1

30.5

35.0

28.0

15.9

9.3

5.6

5.2

0.8

12.0

54.1

56.6

28.3

32.7

30.8

10.1

10.1

5.7

3.1

1.3

13.2

59.6

40.4

34.6

30.8

28.8

21.2

1.9

5.8

1.9

1.9

17.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

業務が多忙で教育訓練を行う時間がない

指導できる人材が不足している

従業員の意欲が乏しい

指導のノウハウが不足している

教育訓練に対する社内意識が不十分である

教育訓練の効果が業務上現れにくい

適切な教育訓練機関・講座がない

教育訓練を行う金銭的余裕がない

スキルアップさせると他社に転職してしまう

その他

特に問題はない

～30人N=933 31～100人N=515

101～300人N=159 301人以上N=52

５３

３．人材育成・研修について
教育訓練を行う上での課題（企業規模別集計）※複数回答可



５４

３．人材育成・研修について
教育訓練を行う上での課題（業種別集計） ※複数回答可

58.4 

44.8 

26.5 

32.9 

22.3 

6.1 

7.7 

4.2 

4.8 

0.3 

13.2 

43.9 

50.6 

36.1 

35.4 

32.1 

12.8 

10.5 

8.6 

4.0 

1.0 

14.5 

16.7 

16.7 

33.3 

16.7 

33.3 

-

16.7 

-

16.7 

-

50.0 

58.6 

62.1 

24.1 

48.3 

17.2 

6.9 

6.9 

10.3 

10.3 

3.4 

3.4 

45.6 

43.9 

28.1 

21.1 

26.3 

14.9 

5.3 

8.8 

5.3 

0.9 

19.3 

54.3 

46.2 

31.0 

27.2 

31.5 

15.8 

7.1 

7.1 

3.3 

1.1 

10.9 

42.1 

47.4 

31.6 

42.1 

31.6 

10.5 

-

-

-

-

21.1 

60.0 

30.0 

30.0 

20.0 

20.0 

-

-

20.0 

10.0 

-

10.0 

74.3 

68.6 

37.1 

37.1 

31.4 

20.0 

11.4 

17.1 

11.4 

-

2.9 

52.2 

47.1 

31.2 

23.2 

20.3 

15.9 

13.8 

9.4 

5.8 

1.4 

18.1 

66.9 

43.4 

29.8 

21.5 

16.5 

10.7 

5.0 

7.9 

4.5 

2.1 

14.9 

47.0 

45.0 

19.2 

27.8 

19.2 

9.9 

6.6 

5.3 

5.3 

-

21.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

業務が多忙で教育訓練を行う時間がない

指導できる人材が不足している

従業員の意欲が乏しい

指導のノウハウが不足している

教育訓練に対する社内意識が不十分である

教育訓練の効果が業務上現れにくい

適切な教育訓練機関・講座がない

教育訓練を行う金銭的余裕がない

スキルアップさせると他社に転職してしまう

その他

特に問題はない

建設業 N=310 製造業 N=421

電気・ガス・水道業 N=6 情報通信業 N=29

運輸業 N=114 卸売、小売業 N=184

金融、保険業 N=19 不動産業 N=10

飲食店・宿泊業 N=35 サービス業 N=138

医療、福祉 N=242 その他 N=151



５５

３．人材育成・研修について
今後、人材育成やリスキリングの際に望む行政による支援（全体集計、増収・増益、減収・減益） ※複数回答可

46.5 

32.9 

22.5 

18.0 

1.4 

28.2 

46.8 

36.7 

25.7 

17.1 

0.9 

26.6 

47.3 

33.1 

22.8 

21.9 

1.2 

26.6 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

従業員の自己啓発に対する費用補助

リスキリングの取組みに対する費用補助

社内の人材育成計画策定に対する支援

在職者向け公共職業訓練のコースの充実

その他

特に利用したい支援策はない

全体 N=1659

増収・増益 N=346

減収・減益 N=429



44.7

31.7

20.5

16.7

2.0

29.9

45.0

34.4

23.1

20.2

1.0

28.9

56.0

30.2

30.2

20.8

0.0

18.9

65.4

48.1

28.8

11.5

0.0

19.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

従業員の自己啓発に対する費用補助

リスキリングの取組みに対する費用補助

社内の人材育成計画策定に対する支援

在職者向け公共職業訓練のコースの充実

その他

特に利用したい支援策はない ～30人N=933 31～100人N=515

101～300人N=159 301人以上N=52

５６

３．人材育成・研修について
今後、人材育成やリスキリングの際に望む行政による支援（企業規模別集計）※複数回答可



５７

３．人材育成・研修について
今後、人材育成やリスキリングの際に望む行政による支援（業種別集計）※複数回答可

45.5 

35.8 

22.9 

22.6 

0.6 

23.5 

46.8 

33.0 

22.3 

21.4 

1.7 

28.7 

50.0 

66.7 

33.3 

-

-

-

65.5 

72.4 

27.6 

34.5 

-

6.9 

35.1 

24.6 

23.7 

11.4 

-

36.8 

44.6 

32.1 

21.7 

15.2 

1.6 

32.6 

52.6 

31.6 

26.3 

5.3 

-

31.6 

50.0 

20.0 

20.0 

30.0 

-

30.0 

60.0 

45.7 

22.9 

17.1 

-

20.0 

44.9 

30.4 

15.9 

13.8 

4.3 

31.9 

50.4 

29.8 

26.4 

15.3 

2.1 

26.9 

46.4 

30.5 

19.9 

14.6 

0.7 

29.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

従業員の自己啓発に対する費用補助

リスキリングの取組みに対する費用補助

社内の人材育成計画策定に対する支援

在職者向け公共職業訓練のコースの充実

その他

特に利用したい支援策はない

建設業 N=310

製造業 N=421

電気・ガス・水道業 N=6

情報通信業 N=29

運輸業 N=114

卸売、小売業 N=184

金融、保険業 N=19

不動産業 N=10

飲食店・宿泊業 N=35

サービス業 N=138

医療、福祉 N=242

その他 N=151



38.5

5.5

1.6

11.9

2.5

8.4

1.2

9.8

1.3

46.5

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

【県1】中小企業ビヨンドコロナ補助金

【国1】業務改善助成金

【県2】富山県賃上げサポート補助金

【国2】キャリアアップ助成金

【県3】富山県キャリアアップ奨励金

【国3】人材開発支援助成金

【県4】とやま人材リスキリング補助金

【県5】ビヨンドコロナ応援資金

【県6】経営改善サポート資金

いずれの支援策も利用したことはない

全体N=1659

５８

４．賃上げ・人材確保に関する行政の支援について
賃上げ・人材確保に関する主な行政支援の活用実績（全体集計）※複数回答可



44.2

5.9

1.5

10.4

2.0

6.6

0.8

11.5

1.5

43.0

37.5

5.0

1.9

14.2

2.7

10.1

1.4

9.1

1.4

46.6

18.9

6.3

1.9

14.5

4.4

10.1

3.1

5.0

0.6

59.7

7.7

0.0

0.0

9.6

1.9

17.3

1.9

1.9

0.0

69.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

【県1】中小企業ビヨンドコロナ補助金

【国1】業務改善助成金

【県2】富山県賃上げサポート補助金

【国2】キャリアアップ助成金

【県3】富山県キャリアアップ奨励金

【国3】人材開発支援助成金

【県4】とやま人材リスキリング補助金

【県5】ビヨンドコロナ応援資金

【県6】経営改善サポート資金

いずれの支援策も利用したことはない

～30人N=933 31～100人N=515

101～300人N=159 301人以上N=52

５９

４．賃上げ・人材確保に関する行政の支援について
賃上げ・人材確保に関する主な行政支援の活用実績（企業規模別集計）※複数回答可



６０

４．賃上げ・人材確保に関する行政の支援について
賃上げ・人材確保に関する主な行政支援の活用実績（業種別集計）※複数回答可

47.1 

10.0 

10.0 

21.3 

4.2 

3.2 

1.3 

1.3 

1.3 

37.7 

50.6 

12.4 

12.8 

5.5 

8.8 

2.1 

3.6 

1.9 

1.7 

39.0 

33.3 

-

-

-

-

16.7 

-

-

16.7 

33.3 

24.1 

24.1 

17.2 

24.1 

-

-

-

3.4 

-

44.8 

35.1 

7.9 

13.2 

1.8 

5.3 

1.8 

0.9 

3.5 

1.8 

45.6 

43.5 

6.0 

10.9 

2.2 

3.3 

1.6 

-

1.1 

1.1 

47.3 

5.3 

15.8 

-

5.3 

-

5.3 

-

-

5.3 

68.4 

40.0 

10.0 

10.0 

-

-

-

-

-

-

60.0 

68.6 

2.9 

5.7 

-

5.7 

-

2.9 

-

-

31.4 

34.1 

13.8 

13.8 

5.1 

5.1 

2.2 

-

0.7 

0.7 

50.0 

19.0 

21.5 

4.1 

7.9 

5.8 

4.1 

1.7 

0.8 

-

56.6 

19.2 

7.9 

4.0 

6.6 

4.0 

1.3 

1.3 

-

1.3 

66.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

【県１】中小企業ビヨンドコロナ補助金

【国２】キャリアアップ助成金

【県５】ビヨンドコロナ応援資金

【国３】人材開発支援助成金

【国１】業務改善助成金

【県３】富山県キャリアアップ奨励金

【県２】富山県賃上げサポート補助金

【県６】経営改善サポート資金

【県４】とやま人材リスキリング補助金

いずれの支援策も利用したことはない

建設業 N=310 製造業 N=421

電気・ガス・水道業 N=6 情報通信業 N=29

運輸業 N=114 卸売、小売業 N=184

金融、保険業 N=19 不動産業 N=10

飲食店・宿泊業 N=35 サービス業 N=138

医療、福祉 N=242 その他 N=151



６１

４．賃上げ・人材確保に関する行政の支援について
賃上げ・人材確保に関する主な行政支援の活用実績（賃上げ実施状況別集計）※複数回答可

38.5 

5.4 

1.8 

12.4 

2.6 

8.5 

1.2 

9.7 

1.2 

46.4 

38.3 

6.0 

-

6.8 

1.5 

6.8 

0.8 

11.3 

2.3 

48.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

【県１】中小企業ビヨンドコロナ補助金

【国１】業務改善助成金

【県２】富山県賃上げサポート補助金

【国２】キャリアアップ助成金

【県３】富山県キャリアアップ奨励金

【国３】人材開発支援助成金

【県４】とやま人材リスキリング補助金

【県５】ビヨンドコロナ応援資金

【県６】経営改善サポート資金

いずれの支援策も利用したことはない

「2023年度に賃上げを実施した」と回答した企業 N=1526

「2023年度に賃上げを実施していない」と回答した企業 N=133



29.0

11.9

12.8

1.9

28.0

22.3

3.4

11.5

34.7

17.4

16.8

2.2

21.9

13.3

1.7

14.5

39.2

15.7

15.1

2.4

21.3

12.1

1.8

12.7

35.0

17.2

16.8

2.3

19.2

15.0

1.6

13.1

43.9

15.4

13.6

1.9

14.6

14.7

1.3

13.4

47.9

13.5

11.7

1.8

13.1

14.0

1.3

14.0

33.2

10.4

10.0

2.3

18.8

19.0

1.5

19.3

41.8

12.5

10.5

1.6

14.5

19.8

1.2

14.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

支援を知らなかった

支援内容が分かりづらい

申請手続が煩雑

支援額が不十分

支援対象要件を満たさない

支援が必要ない

その他

無回答

【県1】中小企業ビヨンドコロナ補助金N=1020

【国1】業務改善助成金N=1568

【県2】富山県賃上げサポート補助金N=1632

【国2】キャリアアップ助成金N=1461

【県3】富山県キャリアアップ奨励金N=1618

【国3】人材開発支援助成金N=1520

【県4】とやま人材リスキリング補助金N=1639

【県5】ビヨンドコロナ応援資金N=1496

【県6】経営改善サポート資金N=1637

６２

４．賃上げ・人材確保に関する行政の支援について
賃上げ・人材確保に関する主な行政支援を活用しなかった理由 ※複数回答可

賃上げ・人材確保に関する主な行政支援を
「活用していない」と回答した企業



53.5 

44.5 

43.5 

36.1 

33.6 

32.1 

26.5 

22.8 

21.0 

19.0 

17.8 

16.0 

13.9 

12.5 

10.0 

9.6 

9.5 

8.7 

6.6 

5.1 

3.2 

2.5 

1.1 

54.1 

44.4 

46.1 

36.8 

34.4 

33.3 

26.3 

23.3 

21.7 

18.9 

18.6 

15.9 

14.5 

13.0 

10.5 

9.9 

9.9 

9.0 

6.7 

5.5 

3.1 

2.2 

0.9 

47.4 

45.9 

14.3 

28.6 

24.1 

18.0 

28.6 

17.3 

12.8 

20.3 

8.3 

16.5 

6.0 

7.5 

4.5 

6.8 

5.3 

4.5 

4.5 

0.8 

4.5 

5.3 

3.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

生産性向上・業務効率化

コスト削減

賃金の引き上げ

従業員のスキルアップ

価格転嫁

快適な職場環境の整備

販路の拡大

社会人の採用を増やす

ワークライフバランスの推進

高齢人材を活用する

学生の採用を増やす

柔軟な働き方の推進

新規商品・サービスの開発

女性活躍に向けた取組の推進

インターンシップの導入

非正規社員の処遇改善（正規社員化を含む）

外国人材を活用する

業務の外注化

非正規社員を増やす

従業員のリスキリングの取組充実

副業・兼業人材を活用する

従業員の副業・兼業の推進

その他

全体 N=1659

「2023年度に賃上げを実施した」と回答した企業 N=1526

「2023年度に賃上げを実施していない」と回答した企業 N=133

６３

４．賃上げ・人材確保に関する行政の支援について
企業が賃上げ・人材確保に関して、現在行っている取組み（全体集計、賃上げ実施状況別集計）※複数回答可



41.5 

27.1 

25.9 

24.2 

22.7 

21.4 

14.7 

12.7 

11.0 

10.5 

7.5 

5.9 

5.2 

4.4 

3.7 

2.9 

2.8 

2.0 

1.1 

1.1 

1.0 

0.8 

1.1 

41.9 

26.6 

25.6 

23.9 

22.5 

22.0 

15.2 

12.8 

11.2 

11.3 

7.9 

5.8 

5.1 

4.6 

3.8 

3.0 

2.7 

2.1 

1.1 

1.2 

0.9 

0.7 

1.0 

36.1 

32.3 

29.3 

27.1 

24.8 

14.3 

9.0 

11.3 

8.3 

1.5 

3.0 

6.8 

6.8 

2.3 

2.3 

1.5 

3.8 

1.5 

1.5 

-

2.3 

3.0 

2.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

生産性向上・業務効率化

コスト削減

価格転嫁

従業員のスキルアップ

販路の拡大

賃金の引き上げ

快適な職場環境の整備

社会人の採用を増やす

新規商品・サービスの開発

学生の採用を増やす

ワークライフバランスの推進

高齢人材を活用する

柔軟な働き方の推進

女性活躍に向けた取組の推進

外国人材を活用する

非正規社員の処遇改善（正規社員化を含む）

業務の外注化

非正規社員を増やす

副業・兼業人材を活用する

インターンシップの導入

従業員のリスキリングの取組充実

従業員の副業・兼業の推進

その他

全体 N=1659

「2023年度に賃上げを実施した」と回答した企業 N=1526

「2023年度に賃上げを実施していない」と回答した企業 N=133
６４

４．賃上げ・人材確保に関する行政の支援について
企業が賃上げ・人材確保に関して、強化していく取組み（全体集計、賃上げ実施状況別集計）※複数回答可（３つまで）



49.9

40.9

39.2

34.4

32.8

28.8

28.3

20.9

16.7

17.1

12.6

14.1

55.7

47.0

47.6

37.3

37.1

33.6

25.0

22.5

22.5

23.5

19.2

15.9

59.1

49.1

49.1

37.7

27.7

37.1

19.5

30.2

31.4

17.6

32.7

18.9

78.8

69.2

63.5

50.0

30.8

59.6

28.8

36.5

50.0

13.5

50.0

40.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

生産性向上・業務効率化

コスト削減

賃金の引き上げ

従業員のスキルアップ

価格転嫁

快適な職場環境の整備

販路の拡大

社会人の採用を増やす

ワークライフバランスの推進

高齢人材を活用する

学生の採用を増やす

柔軟な働き方の推進

～30人N=933

31～100人N=515

101～300人N=159

301人以上N=52

６５

４．賃上げ・人材確保に関する行政の支援について
企業が賃上げ・人材確保に関して、現在行っている取組み（企業規模別集計1/2）※複数回答可



12.2

9.5

5.9

6.1

7.8

8.8

3.9

4.6

2.7

2.3

1.4

13.4

11.5

10.7

12.6

11.1

8.5

9.7

5.0

3.7

2.1

0.6

17.6

21.4

22.6

16.4

11.3

6.3

11.3

5.0

3.8

2.5

1.3

36.5

50.0

38.5

23.1

19.2

15.4

9.6

15.4

5.8

9.6

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

新規商品・サービスの開発

女性活躍に向けた取組の推進

インターンシップの導入

非正規社員の処遇改善

（正規社員化を含む）

外国人材を活用する

業務の外注化

非正規社員を増やす

従業員のリスキリングの取組充実

副業・兼業人材を活用する

従業員の副業・兼業の推進

その他

～30人N=933 31～100人N=515

101～300人N=159 301人以上N=52

６６

４．賃上げ・人材確保に関する行政の支援について
企業が賃上げ・人材確保に関して、現在行っている取組み（企業規模別集計２/2）※複数回答可



39.1

27.8

27.1

24.3

24.9

21.0

13.1

12.5

11.1

8.7

6.9

5.5

45.8

25.6

27.0

24.3

21.9

21.9

15.1

13.2

9.9

11.3

6.6

6.4

40.9

27.7

17.6

23.9

12.6

22.0

22.6

11.3

11.3

14.5

13.8

6.3

42.3

26.9

19.2

21.2

21.2

21.2

15.4

15.4

17.3

23.1

7.7

7.7

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

生産性向上・業務効率化

コスト削減

価格転嫁

従業員のスキルアップ

販路の拡大

賃金の引き上げ

快適な職場環境の整備

社会人の採用を増やす

新規商品・サービスの開発

学生の採用を増やす

ワークライフバランスの推進

高齢人材を活用する
～30人N=933 31～100人N=515 101～300人N=159 301人以上N=52

６７

４．賃上げ・人材確保に関する行政の支援について
賃上げ・人材確保に関して強化していく主な取組み（企業規模集計1/2）※複数回答可（３つまで）



5.5

4.5

2.8

2.0

2.5

2.1

0.9

0.6

1.1

0.4

1.2

4.1

3.7

3.7

5.0

3.5

2.1

1.6

1.0

0.8

1.4

1.0

5.7

5.7

7.5

1.9

3.1

1.9

1.9

3.8

1.3

1.9

0.6

11.5

5.8

7.7

0.0

0.0

0.0

0.0

1.9

0.0

0.0

1.9

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

柔軟な働き方の推進

女性活躍に向けた取組の推進

外国人材を活用する

非正規社員の処遇改善

（正規社員化を含む）

業務の外注化

非正規社員を増やす

副業・兼業人材を活用する

インターンシップの導入

従業員のリスキリングの取組充実

従業員の副業・兼業の推進

その他 ～30人N=933 31～100人N=515 101～300人N=159 301人以上N=52

６８

４．賃上げ・人材確保に関する行政の支援について
賃上げ・人材確保に関して強化していく主な取組み（企業規模集計２/2）※複数回答可（３つまで）



６９

４．賃上げ・人材確保に関する行政の支援について
パートナーシップ構築宣言の認知状況について（全体集計、企業規模別集計、業種別集計）

32.4 

34.8 

31.1 

23.9 

28.8 

31.0 

23.3 

66.7 

34.5 

28.9 

33.2 

15.8 

30.0 

48.6 

36.2 

42.1 

40.4 

42.3 

43.1 

41.6 

41.5 

36.5 

49.4 

40.6 

33.3 

27.6 

38.6 

42.9 

47.4 

30.0 

40.0 

42.0 

40.9 

40.4 

18.6 

15.5 

21.0 

28.3 

19.2 

13.9 

22.8 

-

31.0 

29.8 

17.9 

31.6 

20.0 

5.7 

15.9 

14.9 

16.6 

2.0 

1.8 

1.7 

3.8 

3.8 

2.9 

2.4 

-

3.4 

0.9 

2.2 

-

-

2.9 

2.9 

0.8 

1.3 

4.7 

4.7 

4.7 

2.5 

11.5 

2.9 

10.9 

-

3.4 

1.8 

3.8 

5.3 

20.0 

2.9 

2.9 

1.2 

1.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

【全体集計】

全体 N=1659

【企業規模別集計】

～30人 N=933

31～100人 N=515

101～300人 N=159

301人以上 N=52

【業種別集計】

建設業 N=310

製造業 N=421

電気・ガス・水道業 N=6

情報通信業 N=29

運輸業 N=114

卸売、小売業 N=184

金融、保険業 N=19

不動産業 N=10

飲食店・宿泊業 N=35

サービス業 N=138

医療、福祉 N=242

その他 N=151

全く知らない（本調査で初めて意識した） 言葉は聞いたことがあるが、内容は知らない 内容は知っているが、宣言は検討していない

宣言を検討している 既に宣言している
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